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長砂 賓
はしがき
近年，多くの社会主義国で，国民の福祉を急テンポに向上させる政策が系
統的に展開されており，そのことに関連して，社会的生産の第 1部門（生産
手段生産部門）と第2部門（消費財生産部門）の発展の相互関係の問題が，
あらたに大きな理論的および実践的な関心をよんでいる。
一連の国ぐにで両部門の発展テンボを接近させる政策がとられており，年
によっては，第2部門の発展テンボの方が高い。たとえば， 1968年以降のソ
連では， 『A』グループ（工業における第 1部門） よりも 『B』グループ
（工業における第2部門）の方がより急速に発展しており， 1971年からの第
9次5カ年計画においても，第24回党大会指令では『A』グループ41~45%,
『B』ゲループ44~48形の増大 (1972年に採択された法律では『A』グルー
プ46.3%, 『B』グ）レープ48.6％の増大）が予定されている。これが，従来
からの生産手段生産優先増大政策を大きく転換させたものとして受けとられ
ても，不思議ではない。
そして，ここから，つぎの問題が発生する。このような政策転換は，今ま
で一般に認められている「生産手段生産の優先的増大法則」とどのような関
係にあるか， という問題である。両部門の発展テンポを近づけていく 「接
近」政策，あるいはほぼ10年にもわたって『B』グループの発展テンポを『
A』ゲループのそれよりも上まわらせる，いわば「逆優先増大」政策は，こ
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の客観的法則にそむく誤った政策なのだろうか。それとも，この法則は長期
平均的に貫徹するのであって，近年の政策は，その枠内で法則を意識的・計
画的に実現しようとするものにすぎないのだろうか。それとも，社会主義一
般に，とりわけ社会主義経済の現在の発展段階に，この法則が作用している
ことを認めること自体が理論的誤謬であって，両部門の平行的増大あるいは
第2部門の優先的増大こそが法則ではないだろうか。それとも，生産手段生
産の優先的増大法則は客観的に作用しつづけているのだが，反対に作用する
諸要因の力が増大したので，もはや目にみえる形では作用しなくなったので
はないだろうか。それとも，両部門の発展テンポの相互関係は，そのときど
きの具体的諸要因の機能的な組み合わせによって任意に決定しうるものであ
って，特定の組み合わせの結果だけを法則とみなそうとすること自体が誤り
ではないだろうか。
本稿の課題は，（1)「接近」政策あるいは「逆優先増大」政策の実態を把握
し，（2）生産手段生産優先法則の理解をめぐる諸論点を検討し，（3)「接近」政
策あるいは一時的な「逆優先増大」政策の理論的根拠を問うことをつうじて，
上記の諸問題についての私見をあきらかにすることである。
1. 「接近」政策および「逆優先増大」政策の展開
ソ連を例にとろう。ソ連では，近年にいたるまで，伝統的に「重工業優先
発展」政策がとられてきた。いま， 『A』グループの年平均増大テンボが『
B』グループのそれをどれだけ上まわったかを 5カ年計画期間ととにみるな
らば，第1次5カ年計画期が2.43倍，第2次が1.28倍，第3次 (3年間）が
1.51倍，第4次が0.81倍，第5次が1.15倍，第6次(3年間）が1.31倍， 7カ
年計画期が1.6倍，第8次(4年間）が1.003倍であって，その結果，工業総生
産高（取引税を考慮に入れない）にしめる『A』グループの比重は， 1928年
(1) 
の39.5％から1967年の74.4％に高まったのである。時期を1950年以降にかぎ
ってよりくわしくみると， 『A』，『B』両グループの発展テンボの相互関係
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第1表 ~A~, ~B~両グループの年平均発展テンポ＊
1951~1955 1956~1960 1961~1965 
全工業生産 11.3 10.4 8.5 
<{A~ 13.9 11.4 9.6 
~B}> 11.9 8.6 6.5 
<／ AB)> 117 133 148 
* CTpyKTypa HapOllHOro X03雌 cTBaCCCP. Ha.1. {HayKa}, M., 1969, c. 270. 
第 1図 ソ連邦工業における第 1 部門({A►グループ）と第 l1 部門({B}グループ）
の年増大テンボの動態（対前年度比％） ＊ 
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＊八Bano八pa3≫:e.neil畑 o6mecraeHHoronpoH3Bo八crna.M., ~MbIC吟， 1971,
C. 113. ＜npaBA的， 26lHBapl 1969 r., 25 llHBap只 1970r. 
は，第 1表および第 1図がしめしている通りである。すなわち，マレンコフ
時代の一時的な軽工業優先増大政策の結果としての1953年の例外をのぞいて，
系統的に『A』グループの発展テンボが『B』ゲループのそれを上まわり，
(1) B. H. 4epKOBel.¥, 3aKOH rrpeHMymecTBeHHOro pocTa rrpOH3B0l1.CTB3 cpe11.cTB 
npOH3B011.CTB3 H noJIHTHtJeCK3!l 3KOHOMH!l COI.¥H3JIH3M3. ~BeCT. MfY}, cep畑
3KOHOMHK3, 1970, M 3, C.12~13. 
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しかもそのテンボ差は， 1964年まで拡大傾向にあった。
ところが，経済改革を決定した1965年9月中央委員会総会の「コスイギン
報告」のなかで両グループの発展テンポの「正しくない相互関係」の是正が
よびかけられていらい，政策は急激に転換する。早くも1965年実績で両ゲル
ープの発展テンボは『A』が8.9%, 『B』が8.3％と接近していたが， 1966
~1967年にも，計画・実績でその傾向が維持され，ついに1968~1971年には，
『B』グループの発展テンボを『A』グループのそれより上まわらせる「逆
優先増大」政策がとられている（第2表参照）。この間，第23回党大会 (1966
年 3月）が採択した第8次 5カ年計画 (1966~1970年）では， 5カ年の両グ
ループの増大率を『A』が49~52%, 『B』が43~46％と予定していたが，
1967年11月の最高会議では，それぞれ55％と49％に修正・具体化され，実績
(2) 
数字は51％と49％に達した。そして，新しい第9次5カ年計画 (1971~1975
年）の指令数字によれば， 『A』が41~45％増， 『B』が44~48％増であっ
て， 「逆優先増大」政策がひきつづき採用されている。この指令数字は，今
第2表 <A► グループとくB► グループの発展テンボの計画と実績
（対前年比増％） ＊ 
1966 1967 1968 1969 1970 1971 
｛計画 6.9 7.5 7.9 7.2 6.1 
6.7 
{A► グループ 実績 9.0 10.0 8.0 6.9 8.2 7.7 
(9.2) (10.1) 
{B ► グループ｛計実画績 6.0 6.6 8.6 7.5 6.8 7.4 
7.0 9.0 8.3 7.2 8.5 7.9 
(7.4) (9.9) 
* ＜npaBA吟， 1965.12.8;1966.4.6, 12.16; 1967.1.29, 10.11; 1968.1.25, 
12.11; 1969.1.26, 12.19; 1970.1.25, 12.11; 1971.2.4, 2.14, 4.7; 
1972.1.23. 
（）は， 3KOHOMHKacrpaH cbuHaJ1H3Ma, 1969 ro八．心KOHOMHKa►, 1970, 
C. 189. 
(2) ＜npaB八a►, 6 anpeJIH 1966 r., 11 HOH6pH 1967 r., 7 anpeJI月 1971r. 
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第3表第9次5カ年計画における両部門の発展テンポ (1970年比） ＊ 
1971 1972 1973 1974 1975 
工業生産高 106.9 115.4 124.4 135.1 147 
<A〉グループ 106.7 115.3 124.1 134.7 146.3 
<B〉グループ 107.4 115.7 125.1 136 148.6 
* ＜npaB八吟， 27HOH6pH 1971 f. 
第4表工業総生産高にしめる生産手段生産と消費財生産の比重（％） ＊ 
年度 l<A>グループ
の比重
年度 | <A►グループ
の比重
1913 35.1 1955 70.5 
1917 38.1 1960 72.5 
1928 39.5 1965 74.1 
1940 61.2 1966 74.4 
1945 74.9 1967 74.2 
1946 65.9 1968 73.8 
1950 68.8 1969 73.8 
* HapoJJ.Hoe xoa雌 CTBOCCCP B 1969 r. (CTaTIICTIIKa}, 1970, c.145より．
回はじめて各年度ととの数字をもしめして採択された第9次5カ年計画の法
律 (1972年）のなかでは，第3表のように具体化されている。 「逆優先増大」
傾向が若干緩和されながらも貫徹していることがわかる。
両グループの発展テンポの動態は，形をかえて，工業総生産高に占める両
グループの比重の変化としてあらわれる。第4表がしめしているように，エ
業化政策展開の出発点である1928年に39.5％を占めるにすぎなかった『A』
グループは， 1966年には74.4彩に達したが，それをヒ°ークにして，比重を低
下させている。
『A』, 『B』両グループの発展の相互関係の変化は，ほかの社会主義国
にもみられる。第5表がしめしているように， 1950~1965年のあいだに『A』
グループの比重は系統的に高まったが， 1966年以降は，第6表にもみるよう
に， 「接迂t」政策が顕著である。
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第5表社会主義諸国における<A)グループの比重(%)* 
五 息ブ ルガリア 1ポーランド I)レーマニア 1チェコスロバキア
1950 I 38.2 I 52.6 I 52.9 I 52.9 
1955 
1960 
1965 
1966 
45.5 
47.2 
52.3 
52.6 
57.2 
59.4 
63.0 
62.9 
55.7 
62.8 
67.3 
67.5 
57.9 
60.1 
63.7 
60.5 
* P. A. faJienKall, YIH.llycTpMaJIM3al¥Mll M nponopn皿 Hapo八HOro
X03雌 CTBaCOI.¥H8JIMCTM'leCKHX CTpaH. {HayKa}, 1968, c. 85より．
第6表 社会主義諸国における<A►, {B►グループの発展テンポ
（対前年比増％） ＊ 
1966 1967 1968 1969 
プルガリア 8笛 12.8 14.1 10.6 9.3 11.6 12.4 9.6 11.1 
ポーラント. (<AB) 〉 8.0 9.0 11.0 9.9 
6.4 4.8 7.0 6.9 
ルーマニア 8恰 12 14 14 11 10 13 8 11 
チェコ <くA)〉 8 7.5 5 6 
スロパキア B 6 6.5 6 4 
* 3KOHOMHK8 CTpaH COUH8JIH3M8, 1969 rOJ., (3KOHOMHKa}, 1970, c.188~ 
189より．
以上の諸事実からあきらかなように， 「接近」政策あるいは「逆優先増大」
政策の採用は，特定の社会主義国の特殊的な現象ではなく，現段階の社会主
義諸国に共通な現象である。それをもたらしたものはなにか。基本的に工業
化が達成されたことによって，消費財生産のいっそうの増大による国民生活
の改善・向上が可能かつ急務となったのである。と同時に，従来の粗放的，
外延的な量的発展から集約的，内包的発展の路線への転換—それは経済改
革の主要な狙いのひとつである—は，生産手段の品質向上とその利用効率
向上とを要請し，そのことは，たとえ短期的にせよ，生産手段生産増大テン
ボの低下あるいは緩慢化のもとでも社会的拡大再生産を保証しうるのである。
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しかしながら，公式には，生産手段生産優先増大政策が放棄されているわ
けではない。たとえば，ソ連の第24回党大会の中央委員会報告では，つぎの
ように述べられている。 「今までに蓄積された潜在的な生産能力は，·…••新
しい五カ年計画期間中に『B』グループの増大テンポを若干上まわらせるこ
とを可能にしており，これは，予定された勤労者の福祉向上を保証するであ
ろう。この方策は，もちろん，生産手段生産を急速に発展させるわれわれの
総路線を廃止するものではない。両部門の増大テンボの相互関係をきめるさ
いには，党は，レーニンも教えたように，それぞれ個々の段階の具体的な諸
(3) 
要求と現実的な諸可能性から出発する」。つまり，「接近」政策も，また一時
的な「逆優先増大」政策といえども，生産手段生産優先増大政策の枠内のも
のである，というわけである。
では，生産手段生産優先増大政策が「総路線」としてなお堅持される理論
的根拠はどこにあるであろうか。また， 「接近」政策や一時的な「逆優先増
大」政策の展開が，いかなる理論的根拠によって，この「総路線」と両立す
るとみなされうるであろうか。この解明が，次節以下の課題である。
2. 生産手段生産優先増大法則の理解をめぐる諸問題
「接近」政策や「逆優先増大」政策の展開が，基本的には生産手段生産優
先増大政策の枠内のものである，とする公式の見解の基礎には，生産手段生
産優先増大法則が社会主義のもとで拡大再生産の客観的経済法則として作用
している，とする理論が横たわっている。実際に， 1964年以来の中断のあと
1969年からソ連で再び出版されだした社会主義経済学の教科書・参考書類は，
弾力的な新解釈の諸要素をふくみながらも，一致して，優先増大法則の存在
(1) 
を承認している。
しかしながら，かつて， 1953~1955年と1962~1965年の 2つの時期に，優
(3) (TpaBJ.吟， 31Mapu 1971 r. 
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(2) 
先増大法則の存在を否定する見解をめぐって論争が展開されたことがあるが，
現在もなお，優先増大法則は資本主義と社会主義とを問わず工業化期のみに
作用するという，また，優先増大法則は資本主義の経済法則ではあっても社
会主義の経済法則ではないという，さらには，両部門の発展の相互関係には
特定の経済法則は存在しえないという，各種の優先増大法則否定論が根づよ
• （3) 
く主張されている。
優先増大法則をどのように理解すべきか。以下では，っ苔の諸点をあきら
かにしたい。第 1に，優先増大法則は抽象的な実現理論の経済法則であって，
統計的諸資料によってその法則の存在の有無をただちに検証しようとするの
は誤りであること，第2に，優先増大法則は，資本主義と社会・共産主義の
もとでは，なによりもまずそれぞれに特有な生産諸関係の本質を表現する別
個の特有経済法則としてとらえるべきであって，優先増大法則を共通経済法
則に還元しようとするのは誤りであること，第3に，それにもかかわらず，
資本主義と社会主義のもとで別個の特有経済法則である優先増大法則には，
(1) TIOJIIITH'leCKall 3KOH0Mllll COU113Jl113Ma.く3KOHOMl!Ka},M., 1969, C. 493~499. 
TIOJil!Tll(eCKal 3KOHOM11ll, cou11aJIH3M—nepBall 中a3a KOMMYHIICTH'leCKOro 
cnoco6a npOH3B0/lCTBa. (MblCJib}, M., 1970, c. 273~274. TioJIHTll'lecKall 
3KOH0Mllll cou11aJIH3Ma. 13/l, MfY'1970, C. 27,.:.,279, TIOJIITll(eCKal 3KOHO•— 
MIil!, 13/l. MfY, 1970, c. 493~495, B.中． faepHJIIIHI 1.p. TIOJIIITHl(eCKall 
3KOH0Mllll COUH3Jlll3Ma. (MocKOBCK雌 pa60'1Hli},1970, 168~174,しかし， Kypc
nO(IIITHl(eCKOli 3KOHOMIIII. 13/l. 2-oe, /lOilOJIHeHHOe, {3KOHOMIIK3}, 1970, T. 
1,には，この法則の存在を肯定する積極的な主張はない。
(2)これらの論争については『世界経済評論』 1966年8月号の拙論を参照されたい。
(3)こういった主張の存在を指摘している文献としてはつぎのものがある。
MeTO/lOJIOrH'leCKl!e npo6JieMhl 3KOHOMH'leCKOli HayKII, (MblCJib}, 1967, c. 178 
~180 (0. M11xaliJ1oea). (BeCT. MfY}, 1966, Ne 4, c. 29~30 (E. TIJihIUJeeCKHli). 
く3KOH.HayKH}, 1970, Ne 4, c. 56~57 (SI. Kp0Hpo11.). (BecT. MfY}, 1970. Ne 3, 
c. 14~15 (B. 4epKoeeu)．血anoApa3八eneHIIHo血 ecTBeHHOronpOH3B0/lCTBa. 
{MhICJih}, M., 1971, c. 7~8 (B. 4epKoeeu). 
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技術進歩と社会的生産の両部門の発展動態との因果関係にかんする共通な諸
要素がふくまれており，そのかぎりで，優先増大法則の共通経済法則的な一
性格を承認すべ合であり，優先増大法則を資本主義の特有経済法則に還元す
ることは誤りであること，である。
生産手段生産優先増大法則はレーニンによって発見・定式化された。だが，
レーニンの展開した「実現理論」は， マルクスの「再生産表式論」とおな
じ抽象的性格をもっており，一定の具体化の要素をふくみながらも，この枠
をはみでるものではない。レーニンによる「実現理論」の展開は，マルクス
におけるつぎの理論的諸仮定・前提・捨象をすべて継承している。（イ）社会的
生産物はすべて資本主義的商品として生産されており，消費財の消費者は資
本家と労働者以外にない。（口）外国貿易は存在しない。り不生産的諸部面は存
在しない。（二）社会的総生産物は生産手段と消費財とにすべて分割され，たと
えば兵器生産は存在しない。（ホ）個別資本も社会的総資本も回転は年1回であ
る。（吋不変資本の固定部分と流動部分との区別はなく，その価値はすべて年
間生産物へ移転する。（卜）剰余価値率は不変である。伊）価値イコール価格であ
る。（リ）拡大再生産において蓄積率は変化しない。マルクスにあっては，さら
に，区）資本の有機的構成は，したがって労働生産性は変化しない，という条
件があった。このような抽象的な諸前提・条件の設定は，およそいかなる理
論の展開にあっても欠くことのできない作業である，という性格をもってい
るとともに，レーニンが指摘しているように， 「マルクスがここでみずから
に課している課題は，社会的生産が，労働者および資本家の個人的必要の充
足に役だつ生産物部分と，生産資本の諸要素の形成に役だつ生産物部分と
(4) 
を，どのようにして補填するかを研究すること」であったことによるのであ
る。マルクスにあっては，社会的総資本の単純再生産および拡大再生産のな
かに資本主義的生産諸関係がどのように展開するか，を解明することが目的
(4) 『レーニン全集』，大月書店，第 1巻74頁．
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であったのであって，社会的生産の両部門の発展動態そのものを究明するこ
とが目的ではなかった。そして，マルクスの拡大再生産表式は，上記の諸前
提の結果として，周知のように，両部門の均等的増大をしめしている。レー
ニンが指摘しているように，「マルクスの表式からは，第2部門にたいする第
1部門の優位などという結論は，いささかも引きだすことができない。そこ
では両部門が平行して増大している」のであり，その直接的原因は，「この表
式は，そもそも技術的進歩を考慮にいれていない。マルクスによって『資本
論』第1巻で立証されているように，技術的進歩は，不変資本にたいする可
変資本の比率(v:c)が逓減することに，あらわされる。ところが，表式では
(5) 
この比率は不変なものとされている」ところにある。周知のように，レーニ
ンは，技術的進歩を資本主義的に表現する資本の有機的構成の高度化の契機
を導入することによって，すなわち，この一点においてだけマルクスの前提
を修正することによって，第1部門が第2部門よりも急速に発展することを
(6) 
論証し，それを「法則」とよんだ。
マルクスの再生産表式論の諸前提のうち，資本の有機的構成の変化という
前提変更をもちこむことは，そして，その結果として新しい結論＝法則をひ
きだすことは，依然として，抽象的な再生産論の枠内のものである。同様な
ことは，たとえば，剰余価値率や蓄積率を変化させる前提変更についてもあ
てはまる。剰余価値率や蓄積率を逓増していけば両部門の増大テンボが高ま
(7) 
っていくような表式を作成することも可能である。しかし，そこから得られ
(8) 
る結論の抽象的性格は不変である。経済学の諸法則はすべて「抽象的実在性」
をもっているのであって，再生産表式とその諸法則の抽象的性格は，「純粋」
(5)同上，第1巻80頁．
(6)同上，第1巻80,83, 84, 101頁，第3巻31~32頁．
(7)たとえば，蓄積率の変化が拡大再生産のテンポにいかに影響するかの計算例があ
る。 KypcfiOJIHTH'leCKQi¥i 30KHOM皿．く3KOHOMHKa), T. 1, 1970, C. 347~348 
をみよ。
(8)この問題については，拙著『社会主義経済法則論』，青木書店， 1969年， 16頁．
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資本主義の想定，理論展開に必要不可欠な単純化，そして非本質的な諸要因
の捨象の当然の帰結なのである。
この法則の抽象的実在性を確認しておくことは重要である。なぜなら，法
則の存在の有無を現実の統計的資料によって安易に論じようとする誤りから
免れることができるからである。優先増大法則は，生産諸関係の本質表現で
あるという質的規定性の側面とともに，動態表現であるという量的規定性の
側面をももっているが，この量的規定性を統計学的範疇と現実的統計で把握
しようとするさいには，抽象的な実現・再生産論では捨象されている多くの
具体的な諸要因が，他の経済諸法則の反作用という要因もふくめて，入りこ
まざるをえない。すくなくともつぎの 3点に注意すべきである。
第1点は，社会的生産物全体の大きさをどのように算定するかである。現
実の統計においては，いわゆる工場的累計方法で算定される「社会的総生産
物」が採用されているが，これにたいして， 「最終総生産物」つまり「社会
的総生産物」から年間のいわゆる「重複計算」部分を差引いたものこそがマ
ルクスの再生産論における社会的総生産物の概念に照応する，という反論が
(9) 
ある。ここでは詳論しないが，この点では「社会的総生産物」説の方が正し
いであろう。なぜなら，マルクスには消費財を「最終生産物」とする見解は
あるが「最終総生産物」の概念はないし，社会的総資本を個別資本の総体と
してとらえており，再生産表式における「重複計算」の欠如は総資本の年1
回回転という単純化のための仮定の産物であり，現実の再生産過程において
は，．いわゆる「重複計算」すなわち当該年度内に生産され消費される生産手
段の役割はきわめて大きいからである。「最終総生産物」説は，再生産論にお
ける社会的総生産物の範疇的内容よりもその再生産表式的な形式を一面的に
重視したものにほかならない。注意すべきは，形式的に「重複計算」が欠如
している再生産表式の一結論—優先増大法則—は，具体的な「社会的総
(9)このような「最終総生産物」説はア・ベーチンを代表者とするが，くわしくは『
世界経済評論』 196舷J:8月号の拙論を参照されたい。
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生産物」の再生産に確実に妥当する，ということである。また， 「社会的総
生産物」によるにしろ「最終総生産物」によるにしろ，その現実的統計で直
ちに法則の存在を検証しようとするのは危険であるが，後者の場合の方がそ
の危険度はいっそう高い，といわなければならない。
第2点は，『A』グループと『B』グループの統計は，社会的生産の両部
門の大きさと動態を部分的，近似的にしか表現しない，ということである。
たとえば， 1966年のソ連の工業総生産高は，社会的総生産物の62.9形にすぎ
(10) 
ないし，工業以外の物質的生産部門の生産物についての 2部門分割にかんす
(11) 
る公式統計資料は存在しない。また，工業内部の『A』および『B』への正
確なグループ分けについても，一定の統計技術的な制約があることは自明で
ある。
第 3点は，社会的生産の両部門の大きさと動態を価格で表現するさいに生
ずる問題である。再生産表式では，価値の変動はなく，価値イコール価格で
あり，したがって，価値量の動態と生産物量の動態とは一致する。しかし，
現実には，価値は変動し，価格は価値から乖離し，価値量と生産物量との動
態は必ずしも一致しない。労働生産性向上による価値低下が現実に生じてい
ても価格が一定期間内不変であるならば，社会的総生産物の総価値量が低下
あるいは不変の場合でも，その総価格は増大する。したがって，当年価格に
おける社会的総生産物の「価値」量は現実の価値量を正確に表現しえないし，
不変価格方式による社会的総生産物の物量の動態は，社会的総生産物の価値
量の動態と一致せず，前者は後者を上まわって増大せざるをえない。しかも，
諸使用価値の社会的総体としての社会的総生産物の大きさは当年価格によっ
て，またその動態は不変価格方式によって算定する以外に方法がない。実際
(10) CM. {Bonp. 3KOH.► 1969, N2 9, c. 84 (M. 3肛eJibMaH)
(11)ただし， IO.flellleXOHOBが掲げている表によると， 1958年～1965年の農業総生
産高に占める生産手段の比重は66.8~69.3%，建設等のそれは62.1%~70.7％で
ある一CM..Ll.Ba_no;i:pa3;i:紅 eHHHo6mecTBeHHOro npOH3B0)(CTBa. {MblCJib}, 
1971, C. 200~201. 
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に社会的総生産物の「価値」構造は，たとえば部門連関バランスで当年価格
によって算定されるし，社会的総生産物，国民所得，『A』•『B』グループ
などの動態は，不変価格方式によって算定される。そして，たとえぱつぎの
ような問題，すなわち，社会的総生産物と国民所得との不変価格方式での動
態対比において前者の増大よりも後者の増大の方がより大である場合におい
ても，それは必ずしも，社会的総生産物の価値・（価格）構造における新創
出価値部分の比重増大を意味しない，といった問題が発生する。ところが，
再生産論がしめしているように，社会的総生産物の再生産は，価値的補填と
現物・質料的補填との統一であるかぎり，当年価格で近似的に表現される社
会的総生産物の価値構造の変化と，不変価格で表現されるそれの現物・質料
的な動態とは，統一的に把握されねばならない。両者の分析をきりはなした
り，両部門の発展の相互関係の問題をどちらか一方のみに還元するようなこ
(12) 
とがあってはならないのである。
つぎの問題にすすもう。優先増大法則は資本主義と社会・共産主義に共通
した拡大再生産の法則であろうか，それとも，資本主義の特有経済法則であ
っていかなる意味でも社会・共産主義の経済法則ではないのだろうか。周知
のように，前者の立場が通説である。しかし，近年，後者の立場にたつ論者
(13) 
も現れており，それに反論しようとして，前者の立場にたつ人ぴとから，優
先増大法則の「資本主義的内容」ゃ「社会主義的内容」が強調されはじめて
(14) 
いる。その代表的論者であるヴェ・チェルコヴェツの論拠を検討するなかで，
(12)両部門の相互関係の問題を現物・質料的な動態に還元する論者としては，エス・
シャタリンが代表者である。 CM.{BecT. MfY}, cepHH 9KOHOMHKa, 1968, M 2, 
c.13~21. C. lllaTaJIHH, nponopl(HOHaJlbHOCTb o6mecTeeHHoro npOH3B0.!lCTBa. 
{3KOHOMHKa}, 1968. 
(13) {BecT. MfY), cepHH 9KOHOMHKa, 1966,蝠 5(B. KHp四 eHKO);JI.八oeraHb,
0 TeMnax poem.!lBYX no,!lpa頌 eJleHHH o6mecTBeHHOro npOH3B0.!lCTBa. 
く3KOHOMHKa),1965.. 
(14) {BecT. MfY), cepH只 9KOHOMHKa,1966,地 4(6. nJlblllleBCK雌） ；1970, N.! 3 
(8. 4epKOBel(), {KOMMYHHCT), 1967, M ll(A. nalllKOB). 
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われわれの見解をしめそう。
チェルコヴェツは，資本主義のもとでの優先増大法則をつぎのように理解
する。（イ）この法則は，レーニンの説明からも知られるように「資本主義的内
容」をもってはいるが，資本主義的生産諸関係だけを表現するのではない。
この法則そのものは，機械技術の発展と社会的生産の両部門の構造との客観
的連関という「技術•生産的諸関係」の一側面を規定するのであって，この
法則は，資本主義的生産形態に媒介されることによって「資本主義的内容」
をうけとるにすぎない。（口）この法則は， 「生産の共通的な物質的基礎」の法
則であって，たとえば剰余価値法則のような資本主義の特有経済法則ではな
く，資本主義的生産諸関係との相互作用の結果として，資本主義に「特有な
経済的内容」をもつにすぎない。い両部門の釣合いを実現する形態，様式，メ
カニズム—要するに法則の作用性格一ーは，資本主義的生産諸関係の全般
的運動形態によって規定される。（二）したがって，この法則を資本主義の特有
経済法則とみる人は，「生産の物質的・素材的内容とその社会的形態とを区別
せず，共通的なものと特有なものとを混同し，それらの弁証法的統一を絶対
(15) 
的な同一性と取りちがえる誤り」をおかすものである。ベ・プルィシェーフ
スキーもつぎのように書いている。この法則は，「社会の生産諸関係の発展を
規定しない。その作用の性格と社会的諸結果は法則そのものの本質からでは
(16) 
なく，その社会で支配的な生産諸関係からでてくるのである」（傍点ー原文）。
このような見解には同意できない。われわれはすでに，特有経済法則と共
通経済法則との区別と関連の理解について，通説とは異なる立場をとってい
(17) • • • 
るが，その立場からするならば，資本主義のもとでの優先増大法則はなによ.... 
りもまず直接的に資本主義の特有経済法則であり，しかも同時に，間接的，
(15) {BeCT. MfY► cepH只 9KOHOMHKa,1970,蝸 3,c. 16~20;八sano.zipa3,l紅 eHHH
o6mecTBeHHoro npOH3BO,llCTBa. {MbICJib}, 1971, c. 103~110. 
(16) {BecT. MfY►, cepHH 9KOHOMHKa, 1966,玲 4,c. 28. 
(17)拙著『社会主義経済法則論」，前出， 79~81頁参照。
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結果的には，資本主義と社会・共産主義との共通経済法則でもある。なぜな
ら，優先増大法則をふくむ資本主義的再生産の諸法則は，直接的には，社会
的総資本の再生産と流通の部面における資本主義的生産諸関係の本質を表現
するものであることはあ言らかであって，だからこそレーニンは， 「資本主
義の本性そのもの」・「この社会の敵対的な本性に完全に照応している」，「生
産を無制限に拡大する志向と制限された消費とのあいだの矛盾」を，優先増
(18) 
大法則の内的矛盾とみなしたのである。この法則は，のちに立ちかえるよう
に，たしかに「生産の共通的な物質的基礎」にかかわる内容をもってはいる
が，それがこの法則の本質であるとか， 「資本主義的な内容」をこの法則の
外部にある資本主義的生産諸関係からうけとる，といった主張は逆立ちした
議論だといわざるをえない。しかも，ある法則をなによりもまず特有経済法
則として承認することと，その法則のなかに共通経済法則の要素を認めるこ
ととは，決して二律背反ではないのである。たとえば，たしかに剰余価値法
則は資本主義の特有経済法則であり基本的経済法則ではあるが，その法則の
なかには，いかなる社会でも生きた労働が必要労働と剰余労働とに分割され
るという共通的必然性の要素をふくんでいることを否定することはできない。
この点では，資本主義のもとでの剰余価値法則と優先増大法則とのあいだに
本質的な差異はない。生労働の必要労働と剰余労働への分裂それ自体のなか
にではなくその分裂の特殊資本主義的な社会的内容・形態のなかに剰余価値
法則の核心があるのと同様に，第 1部門の増大テンポが第2部門のそれを上
まわること自体のなかにではなくそのことの資本主義的な社会的内容・形態
のなかに資本主義的な優先増大法則の核心があるのである。優先増大法則の
なかに共通経済法則的要素をみてとらないで，増大テンボにおける第1部門
の優位そのものと資本主義的再生産の社会経済的特質とを同一視した点に，
社会・共産主義には優先増大法則はありえないとする論者たちの方法論的誤
りがあるとするならば，それに反捺するあまり，共通経済法則的要素を一面
(18) 『レーニン全集』，前出，第3巻32~35頁， 632~633頁．
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的に固定的にとらえてそれに優先増大法則を還元し，おなじ増大テンボ差が
異なった生産諸関係のもとでは異なった社会的内容をもちうることの意義を
無視あるいは軽視する点に，「共通法則」論者たちの誤りがある，と考えら
れる。
だから，社会・共産主義にとっての優先増大法則の有無とその内容を問題
にしようとする場合は，社会的生産の両部門の増大テンボ差についての現実
的統計に依拠し，レーニンの優先増大法則を共通経済法則に還元して理解し，
しかるのち，その法則の「社会主義的内容」を問う，という一般におこなわ
れている順序は正しくない，といわねばならない。もちろん，この法則の「
社会主義的内容」を問うこと自体は，一定の前進である。たとえば，チェル
コヴェツは社会主義のもとでの法則の「新しい経済的内容と意識的利用」を
論じて，（イ）社会主義のもとでの第1部門の優先的増大が，社会の各成員の福
祉の増大と全面的発達との手段であること，（口）「社会が消費財生産を増大さ
せようとすれば，全体として，生産手段生産を相対的により急速に発展させ
ることをよぎなくされる」という「逆説」的な事実があること，（ハ）社会主義
でのこの法則の重要な特質は， 「その実現の計画性」にあること，を指摘し
(19) 
ている。この指摘そのものは決して誤りではない。しかし，言わめて不十分
である。なぜなら，社会主義のもとでの優先増大法則が社会主義の特有経済
法則として積極的に解明されておらず，その「新しい経済的内容」なるもの
も，社会主義の基本的経済法則の内容を投影されたものとしてしか扱かわれ
ていないからである。
社会主義のもとでの優先増大法則は，なによりもまず，社会主義の特有経
済法則として解明されねばならない。社会・共産主義のもとでも社会的総生
産物の 2部門分割と 3「価値」構成が存在するが，それは資本主義的商品の
総体ではなくて「直接に社会的な生産物」の総体であり， C, V, ffiのそれ
(19) {BecT. MfY►, cepHH 9KOHOMHKa, 1970, Ni! 3, c. 21~24．邸ano)lpa孤 eJ1eH皿
06山eCTBeHHOfOnpOH3B0八CTBa.{Mb!CJ!b), 1971, C. 148~158. 
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ぞれ， c:v, c:(v+m), v:mの諸関係の社会経済的内容も本質的に
異なり，そのことは，社会主義段階における生産がなお非本来的商品生産の
性格を帯びていることによっても変わらない。社会・共産主義の基本的経済
法則は，われわれの見解では，「直接に社会的な純生産物の生産の法則」であ
る。いいかえれば，直接に社会的な生産物の生産をつうじてその純生産物部
分(v+m)を最大にしていくことこそが，社会・共産主義生産の推進的動機
・「目的」である。また，「おなじ全勤労者の生産手段の所有者としての側面
と直接的生産者としての側面との非敵対的な基本的矛盾は，直接に社会的な
生産物が，過去の，蓄積された，直接に社会的な労働の体化部分（＝生産手
段）と，生きた，直接に社会的な労働の体化部分（＝純生産物）とに非敵対的
に分割されることに表現され」，労働生産性向上のもとでは，それは，「生労
働によってますます多量の直接に社会的な生産物を生産するためには，その
労働がますます多くの生産手段すなわち過去労働を必要とする，という非敵
対的な経済的矛盾」として発現し，「労働生産性向上との関連での社会・共
産主義の基本的経済法則は，直接的生産過程においては，直接に社会的な生
産物に体化される社会的必要労働時間のうちの生労働部分が傾向的に低下す
る法則としてあらわれ，社会的再生産過程では，社会的総生産物のなかでの
社会的純生産物の比重の減少の法則およびいわゆる『生産手段生産の優先的
増大の法則』としてあらわれる」。これが問題についてのわれわれの基本的な
(20) 
見解である。社会・共産主義のもとでの社会的再生産の諸法則—優先増大
法則もふくめて一ーは，このように，再生産表式を構成する諸要素が，あら
かじめ社会・共産主義的生産過程の経済的範疇・法則として社会主義経済学
によって正しく確定されている場合にのみ，社会・共産主義の特有経済法則
として解明され，その「新しい経済的内容」が直接的に把握されうるのであ
．．．．． 
る。資本主義的優先増大法則が社会・共産主義に妥当するかどうかについて
(21) 
レーニンがまったく関心をしめさなかったことは当然であったのである。
(20)拙著『社会主義経済法則論』，前出， 153~172頁， 187~188頁， 207~209頁．
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われわれは，このように，優先増大法則の本質を共通経済法則にもとめる
ことには同意できないが，資本主義と社会・共産主義のもとでそれぞれの特
有経済法則である優先増大法則のなかに，共通経済法則的性格・要素が存在
することを否定するものではない。生産手段生産と消費財生産とが社会的生
産の二大部門として客観的に確立するほどに社会的分業が発達している社会
—資本主義と社会・共産主義一―tにおける社会的生産・再生産に共通した諸
要素を，再生産表式自体がふくんでいる。社会的生産物は生産的に消費され
る生産手段と個人的に消費される消費財とに大別され，社会的生産物に体化
される労働は過去労働と生産働とからなり，生産働は必要労働と剰余労働に
分かれる。したがって， I(v +m)~](C は，直接的には資本主義と社会・
共産主義のそれぞれの特有経済法則であるが， 両者に共通した生産・再生
産の一般・共通的基礎を反映しており，そのかぎりでは共通経済法則でもあ
る。おなじことは優先増大法則にもあてはまる。一方で，資本主義的優先増
大法則は，資本主義のもとでの技術進歩が資本の有機的構成の高度化という
特有な社会的内容・形態をとることの，再生産論的次元での表現である。周
知のように， 「生産手段がもっとも急速に増大するという命題は」，「不変資
本は可変資本よりも急速に増大する傾向をもつ，という法則」 「を社会的総
(22) 
生産に適用して言いかえたものにすぎない」。 他方で社会・共産主義のもと
でも技術進歩は存在し，それはいわゆる「フォンドの有機的構成の高度化」
(2Dもっとも．レーニンがローザ・ルクセンプルグの『資本蓄積論』への評注のなか
で， (TTpHCOi.¥ (HaJIH3) Me Pr Co) d (uktions)-m(ittel):k (o) ns (umtionsmittel〕
(cpe.llCTBa npo113B0.llCTBa B OTHOWeHHII K q~e.llcTBaM noTpe6JieHHH) eme 
6bICTpee pacTyT (muss)〉と書いている (<JIeHHHCK雌 c6opHHK}XXII, c. 364) 
が，これをもって，レーニンが優先増大法則の社会主義への妥当性を認めていた
とする論者 (51.KpoHpo.ll），それを否定する論者（A.,UosraHb)，どちらともい
えないとする論者 (A.nawKOB, B.虫epKOBel.¥) とに意見が分かれている。 CM.
仄Bano.llpa3.lleJieH畑 o6wecTeeHHoronpo11aso.llcTBa. (Mb1c八b}, 1971, C. 9, I 
く3KOH.HayK心， 1970,Ne 4, c. 62. 
(22) 『レーニン全集』前出，第1巻83頁．
社会的生産の第1部門と第2部門の相互関係について（長砂） （244) 19 
(23) 
という特有な社会的内容・形態をとり，このことが，社会主義的優先増大法
則の社会的内容を規定する。そして，これらの「有機的構成の高度化」は共
通して，「手労働の機械労働による交替―—般的に機械制工業のもとでの技
(24) 
術の進歩ーー」を表現する。技術進歩につれて，労働者はますます多くの労働
手段によって装備されるようになり，ますます多くの労働対象を処理するよ
うになり，その結果，ますます多く生産される生産物のなかに体化される過去
労働の比重は高まり，生労働の比重は低下する。個々の生産物については過
去労働部分の絶対的減少はありうるが，生産働部分もそれ以上に減少するの
だから，個別的生産物についても社会的生産物全体についても物質的支出＝
過去労働の割合が高まることは，技術進歩にもとづく労働生産性向上をしめ
(25) 
すものでこそあれ，けっして生産効率低下の指標ではない。そして，資本と
フォンドの有機的構成の高度化がこのような共通的要素をふくんでいるから
こそ，優先的増大法則の量的規定性の側面が，共通法則的性格をもったもの
として独自に把握されうるのである。レーニンが，「生産手段のもっとも急速
な増大というこの法則のすべての意義とすべての重要性は，……一般に機械
制工業のもとでの技術の進歩·…••が，・・・『生産手段のための生産手段』を獲
(26) 
得するための生産の強力な発展を要求する，ということにある」， と述べた
のは，優先増大法則のまさにこの側面を指摘したものである。また，チェル．． 
コヴェツが， 「生産手段生産の優先的増大の法則そのものは，……生産から................................ 
生労働を駆逐する機械技術の発展と 2つの部門からなる社会的生産の部門構
(23)通説はそこまでいっていないが，ャ・クロンロードは， 「フォンドの有機的構成
の高度化」を， 「社会主義生産の特有法則」として認め，その内容を積極的に展
開している。 CM.51. KpoHpo,11,. 3aKOHbl IlOJIHTH'leCKOH 9KOHOMHH COL(H3JIH3M3. 
(MbiCJJb), 1966, c. 429~432.なお， 『世界経済評論』 196舷印げ引号の拙論， 61
~62頁参照。
(24) 『レーニン全集』，前出，第1巻101頁。
(25) CM. (KOMMYHHCT}, 1967, M 11, c. 85 (A. nawKOB), (BecT. MrY>. cepHH 
9KOHOMHK3, 1970, Ni! 1, C. 32~34. 
(26) 『レーニン全集」，前出，第 1巻101頁。
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・・・・・・・・ (27) 
造との客観的連関を表現する（傍点ー原文）」，とするのは，このかぎりでは
誤りではない。しかし問題は，すでに述べたことからあきらかなように，資
本主義的優先増大法則と社会主義的優先増大法則という特有経済法則の存在
を認めず，実はこれらが共通してもっているにすぎない側面を共通経済法則
として固定化し，その共通経済法則に優先増大法則を還元してしまう，とい
う点にあるのである。社会主義にとっては両部門の平行的増大かそれとも第
2部門の優先的増大こそが合法則性ではないか，という形での「共通経済法
則」否定論に正しく対処するためには，通説である「共通経済法則」説にと
って次の論証が必要であろう。すなわち，優先的増大かそれとも平行的ある
いは逆優先的増大か，という単なる動態的差異の次元に，社会的生産の両部
門の相互関係についての資本主義と社会主義の経済法則のちがいがあるので
はなく，本質的に異なった社会経済的内容をもった両部門の相互関係（原則
的に異なった質的規定性における法則）が，第 1部門の優先的増大という同
ーの動態的特質（同一の量的規定性における法則）と統一されるのである，
という論証がそれである。だが，この論証はすでに「共通経済法則」説の立
場ではおこないえないものなのである。
最後につけくわえておけば，両部門の相互関係を現物・質料的釣合いに遠
元し，両部門の動態と生産フォンドの有機的構成の高度化との連関を否定し，
両部門の動態におよぽす技術進歩の規定的役割を認めず，結局は，社会主義
にとって，優先的増大も平行的増大も逆優先的増大もありうる，とするタイ
(28) 
プの優先増大法則否定論には，われわれは同意できない。その理由について
はもはや述べるまでもないであろう。
(27) {Beer. MfY►, cep暉 3KOHOMHKa,1970,婦 3,c. 18 (B. 4ep1wsel..¥)。 なお，
『世界経済評論』の拙論，前出． 58頁参照。
(28) {Beer. MfY►, cepHH 3KOHOMHKa, 1968, M 2 (C. lllaraJIHH); C. lllaraJIHH, 
TTponOpl..¥HOHaJibHOCTb o6mecTBeHHOro npOH3B0,llCTBa. {3KOHOMHKa}, 1968. 
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3. 両部門の増大テンポの接近を規定する諸要因
前節においてわれわれは，生産手段生産部門の優先的増大が，社会・共産
主義的生産諸関係の発展の重要な本質のひとつであることをみた。本節では，
この法則の動態的側面に再び目を向け，近年における両部門の増大テンポ「
接近」政策あるいは一時的な「逆優先増大」政策を根拠づける客観的諸要因
を理論的および実証的に検討しよう。
これらの要因については，両部門の増大デンポを接近させる要因が生産手
段生産の優先的増大法則そのものに内在している，ということと，この法則
が，その具体的な実現過程で他の諸法則の作用とからみあって種々の反作用
をうけ，また，特定の国の具体的・歴史的な発展段階の特質によって制約さ
(l) 
れる，ということとを区別することができる。
(2) 
第1の問題についていえば，両部門の増大テンポの接近の不可避性は，生
産手段生産部門の優先的増大によって社会的総生産物のなかで生産手段の比
重が高まることにおのずから一定の限界がある，ということからでてくる。
いうまでもなく，生産手段だけによって社会的総生産物が占められるように
なることはありえない。 したがって，長期的，平均的にみて， 両部門の増
大テンボの差がますます拡大する方向で法則が作用することはありえないだ
けでなく，両部門の増大テンポ差が生産手段生産部門に有利に固定される必
然性もない。これをいいかえれば，両部門の増大テンポの接近は，法則その
ものに内在する重要な要因である，ということになる。実際に，レーニンの
拡大再生産表式を 100サイクルにわたって計算したエム・シチェヒ°ーノフは，
(1)問題のこれら二つの側面を朋確に区別しているチェルコヴェツは無条件に正し
い。 CM.八Bano八pa3底 JieHHHo6mecrseHHoro npoH3BO八CTBa.{MbICJib}, 1971, 
C.162. 
(2)この問題について，ヴェ・チェルコヴェツはくり返し言及している。 CM.{Beer. 
MfY►, 1970,婦 1,C. 36~37 ; 1970,婦 3,c. 26；八eano.l{pa3.l{eJJeHH只…． c.162
~166. 
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社会的総生産物増大テンボの傾向的低下のもとで両部門の増大テンポが接近
(3) 
していく，という興味ある数字例をしめしている。
第1節でもみたように，ソ連で，工業総生産高に占める生産手段の比重は
1966年に74.4％に達したのをヒ°ークとして，その後は停滞あるいは低下傾向
にある。もっとも，この74.4％そのものに法則的な根拠があるわけではない。
そのような数字と時機の選択は，あきらかに，法則の意識的実現の領域の問
題である。ただし，近年における社会主義諸国の「接近」政策が，社会主義
的工業化の成果をふまえて採択された合法則的性質のものであることはたし
かである。
第2の問題に移ろう。両部門の具体的な相互関係は多くの要因によって規
定される。たとえば，ア・パシコフはつぎの諸要因をあげている一「国民経
済の部門構造，固定生産フォンドの稼動率と利用効率，労働対象消費の節約，
技術進歩とそれに条件づけられた社会的労働生産性の向上，国の経済発展の
一般的水準とそのテンボ，生産的蓄積率の水準すなわち生産された国民所得
総額のなかで生産拡大にふりむけられる国民所得の比重，他国との経済連関
の性格と発展（輸出入），物質的生産部面とサービス部面との相互関係，兵
(4) 
器生産の発展，など」。 ここでは，両部門の増大テンボの接近をもたらす主
(5) 
要な要因のみをとりあげて検討しよう。
(3)且Bano八pa狐 eJJeHHH・・・.c. 49~52, 163~165. 
(4) {KOMMYHHCT), 1967, M 1, c. 81 ~82. 
(5) この問題を扱かった近年の文献と当該個所としてはつぎのものがある。
{BonpOCbl 9KOHOMHKH}, 1966, Ng 1, c. 46~47, 54 (JI. EBCTHrHeesa), 1967, 
N2 1, c. 49~51 (B. PyTra恥 ep),1968,婦 3,c. 3~15 (IO. Tiell!eXOHOB) ; 
くKoMMYHHCT),1967, M 1, c. 87, 90~91 (A. Tiall!Kos); {BeCT. MfY►, 1966, 
M 4, c. 30~36 (5. TIJJbill!escK雌）， 1966,N2 5, c. 4~15 (B. Kttp皿 eHKO),
1970, M 1. c. 28~29, 35 (B. 4epKoseu)；く3KOH.HayKゆ， 1970,M 4, c. 60 
(51. KpoHpo.n:）；八sano.n:pa3底 JJeHHHo6mecTBeHHOro npoH3B0)lCTBa,. {MblCJ!b), 
1971, C. 159~338 (pa3底 JI JI)．これらの文献はそれぞれ有益ではあるが，以下
でのわれわれの見解は，これらに制約されない。
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「フォンドの有機的構成の高度化」に反対に作用する要因はすべて，両部
門の増大テンボの接近をうながす。
まず， C部分についてみよう。社会的労働生産性向上および科学・技術革
命の結果としての生産手段の「価値」低下，品質改善，新製品開発，耐久性
増大，利用効率向上，より効率的な新工程の開発などは，社会的生産のいわ........ 
ゆるフォンド容量（中OH,llOeMKOCTb) を低下させ，いいかえればフォンド 1単
位あたりの生産物産出高（q)OH,llOOT八aqa) を増大させ，また，社会的生産物の.......  
いわゆる原材料容量 (MaTepHaJioeMKOCTb) を低下させ，いいかえれば，原材
料 1単位あたりの生産物産出高 (MaTapHaJIOOT八aqa) を増大させることによっ
て， 「フォンドの有機的構成の高度化」に反対に作用し，ひいては両部門の
増大テンポの接近をうながすことはあ吾らかである。若干の事実をしめそう。
第 7表は工業総生産高フォンド容量の変化をしめしているが， 1964年まで系
第7表 ソ連工業総生産高のフォンド容量＊
フォンド容量 フォンド容量
年度 （フォンド，ルーブリ） 年度 （フォンド，ループリ）
生産扁，ループリ 生産高，ルーブリ
1951 0.57 1961 0.59 
1952 0.57 1962 0.60 
1953 0.57 1963 0.62 
1954 0.56 1964 0.64 
1955 0.55 1965 0.64 
1956 0.55 1966 0.64 
1957 0.56 1967 0.64 
1958 0.57 1968 0.63 
1959 0.57 1969 0.64 
1960 0.58 
* MeTo瓜OJIOrHll nporH03Hp0B3HH只 3KOHOM耶 ecKoropa3BHTHll CCCP. 
くOl<OHOMHKa},1971, C. 234. 
統的に増大してきたフォンド容量が同年以降は停滞あるいは低下しているこ
とがわかる。さらに，第8表は物質的生産の全部門および工業の原材料 1単
位あたりの生産物産出高の変化をしめしているが， 1963年以降の増大が顕著
24 (249) 社会的生産の第1部門と第2部門の相互関係について（長砂）
第8表物質的生産の全部門および工業の MaTepttaJIOOT.ll卵 a*
I 測定 I 単位 1959年1960年11961年11962年11963年l196年1965年1966年
物質的生産の全部門 ループリ 2.1 2.1 2.11 2.11 2.12 2.16! 2.15 2.16 
％ 1qo 100 100.5 100.5 101 103 102.5 103 
工業取引税をし考な慮い場合 ルーブリ 1.5 1.5 1.52 1.54 1.58 1. 6 1.6 1.62 
％ 100 100 101.3 102.7 105.3 106.6 106.6 108 
取引税を考慮た場 ）レーブリ 1.8 1. 79 1.81 1.83 1.87 1.88 1.89 1.9 
し合 ％ 100 99.4 100.6 101.7 103.9 104.4 105 105.6 
＊几ea IIO.l¥Opa3八eJieHHH o6mecTBeHHoro rrpOH3B0.l(CTBa, (MblCJib}, 1971, 
C.264. 
である。そして，これら 2つの事実と， 1965年以降の両部門の増大テンポの
接近あるいは「逆優先増大」の事実とは完全に照応しているのである。科学・
技術革命の進展，および，いままでの工業化の成果を前提した生産の量的発
展から生産の効率的な質的発展への経済政策の転換のもとで，生産手段の社
会的必要量を絶対的には増大させながらも相対的には減少させることを可能
にするこれらの要因が，両部門の増大テンプ「接近」政策を可能かつ必然に
している有力な原因である，ということがわかる。
しかしながら，それらの要因は，反対に作用する諸要因にとどまるのであ
って，優先増大法則そのものをくつがえすものではないことに注意すべきで
ある。単位生産物あたりの過去労働量の絶対的減少は生労働量のよりいっそ
うの絶対的減少を前提とし結果とする，という労働生産性向上に関連した法
則の一般的妥当性は消滅しえない。フォンド容量や原材料容量の低下は，基
本的には，過去労働量の絶対的減少と生労働量の絶対的減少との差を縮少さ
せる役割を果すにすぎない，と考えられる。ただし，現実には，計画価格の
相対的な安定のもとで，過去労働量の絶対的減少が相対的減少としても統計
的に把握されうるのであって，このことが，両部門の増大テンボ接近の名目
的な促進あるいは接近を通り越しての名目的な「逆優先増大」をもたらす一
(6) 
因となりうる，ということを指摘しておく必要がある。.. 
つぎに， v 部分についてみよう。必要労働•生産物の拡大，具体的には，
社会的生産の第1部門と第2部門の相互関係について（長砂） （250) 25 
広義の賃金および社会的消費フォンドからの所得の増大は，他の諸条件が不
変であれば， 「フォンドの有機的構成高度化」に反対に作用し，消費財の社
会的必要量を絶対的にも相対的にも増大させ，消費財生産部門の増大テンボ
を促進することによって両部門の増大テンポを接近させる原因となることは
あきらかである。この V部分の拡大は，われわれのいう「直接に社会的な純
生産物の生産の法則」と「直接に社会的な必要生産物と剰余生産物の生産の
(7) 
法則」によって規定されている。しかし，つぎの 2点に注意する必要がある。
第 1 点は，必要労働•生産物の絶対的な増大は，必要生産物率が不変かあ
るいは逓減のもとで，単位生産物あたりの必要労働•生産物の絶対的減少の
枠内のものであり，したがって，やはり， 「フォンドの有機的構成高度化」
に反対に作用する要因にすぎない，ということである。
第 2 点は，必要労働•生産物のあらゆる増大がかならず両部門の増大テン
ボの接近の原因となるのではない，ということである。前者の一定率での増
大と生産手段生産の優先的増大とが両立しうることは，理論的にも，現実の
統計によっても論証可能である。問題は，必要労働•生産物の増大，具体的
には国民の生活水準の向上を，従来にくらべて急激におこなおうとする場合
に生じる。この場合には，国民の生活水準の急激な向上は両部門の増大テン
ポの接近を不可避にする。これを，現実の統計資料によってみてみよう。
1960~1965年にわずか19％しか増大しなかったソ連の住民 1人あたりの実
質所得は， 1965年～1970年には33%増大（計画は30%増）し， 1970~1975年
(8) 
にも30.8％の増大が予定されている。 1960年代前半と後半以降とではきわめ
(6)このことに関連して，生労働の割合を，生労働の支出ではなく結果にすぎない純
生産物の大きさによって測定しようとするのは誤りであって，生労働支出日をも
っとも近似的に表現する労働者数で測定すべきだとするア・ディエスペロフの主
張は興味深い。 CM.{BecT. MfY►, 1970，玲 4,c. 17~22 (A.八Hecnepos).
(7)拙著『社会主義経済法則論』，第3章第2節および第3節。
(8) CM. Hapo11.Hoe xo3HHCTBO CCCP B 1969 r., {CrnTHCTHKa}, 1970, c. 560; 
<npaB八a},7 anpeJJH 1971, 27 HOH6pH 1971. 
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て明瞭な違いがある。そして，生活水準の急激な向上がはかられる1960年代
後半以降こそ，両部門の増大テンボの接近あるいは「逆優先増大」がはから
れる時期なのである。
両部門の増大テン接近に影響するもうひとつの有力な要因として，ネ生産．．．．．．． 
的諸部面の拡大をあげねばならない。抽象的な再生産論では不生産的諸部面
の存在は捨象されている。しかし現実の再生産過程で不生産的諸部面の果す
役割は大きい。そこでは，不生産的固定フォンドの新規投下と維持，さまざ
まの経常的な物的支出，および従業者たちによる個人的消費といった諸形態
で大量の消費財が消費される。それは消費財にたいする社会的必要量を直接
的に増大させ，間接的にのみ生産手段の社会的必要量を増大させる。したが
って，不生産的諸部面の存在そのものが「接近」の要因であるが，物質的生
産部面の拡大にくらべてのそのより急速な拡大は「接近」を促進させる要因
となる。ソ連における不生産的諸部面の拡大をいくつかの指標についてみて
みよう。国民経済人口のうち，不生産的諸部面の就業人口の比重は， 1950年
が13.8%,1960年が17.0%,1968年が21.7％と系統的に高まっており，また，
消費フォンドに占める不生産的諸部面の諸施設での物的支出は， 1960年か
ら1969年にかけて 1.2％増大しており，さらに，年間の固定生産フ、ォンド増
加額にたいする固定不生産フォンド増加額の比重は， 1960~1969年にかけて
(9) 
ほぽ60％という高い水準に安定している。そして，社会主義のもとでの不生
産的諸部面の拡大は，行政機関の拡大を除いては，進歩的な合法則的現象で
ある。なぜなら，そのことは，すべての人びとの個性の全面的発展と密接に
関連しているからである。 ．．．．．． 
両部門の増大テンポの接近をうながすもうひとつの原因に，蓄積効率の向................ 
上をともなう生産的蓄積率の引下げがある。生産手段は，最終的には，補填フ
ォンドと生産的蓄積フォンドとして消費されるのであって，生産的蓄積率の
(9) CM. Hapo.!lHoe X03HHCTBO CCCP B 1969 r., {CrnrncrnKa}, 1970, c. 528, 559 
~560. 
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低下による生産手段の社会 第9表生産的蓄積率と国民所得増大テンボ
的必要量の絶対的あるいは
の動態＊
相対的減少は，あきらかに
年度 生産的（％蓄）積率
国民所得
両部門の増大テンポ接近の 1960=100 I 1965=100 
要因である。ただし，生産 1960 10.9 100 
1961 10.3 107 
的蓄積率の単なる引上げや 1962 11.0 113 
引下げは両部門の増大テン 1963 10.4 117 
1964 10.7 128 
ポにたいしては中立的な影 .——--•---•----------- ----------•------．．幽•一＊• ----・・----・------------
響をおよぽ(す10)のであって， 1965 9.1 100 
1966 9.2 108 
蓄積効率の向上をともなう 1967 8.7 117 
ような生産的蓄積率の引下
1968 8.6 127 
1969 9.3 133 
げこそが「接近」の要因と
* Hapo,nttoe xoa雌 CTBOB 1964 T., <CTaTHCTHKa), 
なりうる。このことを現実 1965. c. 578 ; TaM iKe, B 1968 r., C. 571 ~572; 
の統計でみてみよう。生産 B 1968 f., C. 559~560, 557より作成。
的蓄積率を消費と蓄積とに利用された国民所得総額でもって固定生産フォン
ド増加にふりむけられた国民所得部分を除すことによって求めると第9表が
えられるが， 1960年代の前半と後半とでは，生産的蓄積率にあきらかな違い
がみられ，それは低下している。しかるに，蓄積効率をもし国民所得の増大
テンポと生産的蓄積率水準との相互関係で判断しうるとすれば，おなじ第9
表にかかげたように， 1960年代前半にくらべて1960年代後半は，より低い生
産的蓄積率でもってより高い国民所得増大テンボを達成しており，あきらか
に，蓄積効率の向上がみとめられる。そして， 1960年後半こそ，両部門の増
大テンポ接近がすすむ時期である。蓄積効率の向上をともなう生産的蓄積率
の低下が， 「接近」の有力な一要因であることは事実がしめしている，とい
(10) tことえば，つぎの文献の計算例をみよ。 KypcIIOJIHTH'leCKOli EIKOHOMHH. 3Ko-
HOMH3仄aT,1963, T. I, c. 312~313; Kypc IIOJIHTH'leCKOli EIKOHOMHH. {3Ko-
HOMH四>,1970, T. I, c. 347~348. 
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えよう。
以上が，ソ連経済の現在の発展段階において，両部門の増大テンポの接近
を規定している客観的諸要因の主要なものである。
あとがき
最後に要約しておこう。 1960年代後半からソ連でとられている社会的生産
の両部門の増大テンポ「接近」政策および一時的な「逆優先増大」政策は，
それ以前における社会主義的工業化によって工業総生産高にしめる生産手段
生産の比重が70数％に達したという成果をふまえて，それ以前においてある
程度「犠牲」にせざるをえなかった国民の物質的およぴ文化的な福祉を急激
に向上させることを，科学・技術革命の成果の急速な生産力化と計画化，管
理および経済的刺激の全面的な再編（＝経済改革）とによる生産の効率的な
発展によって達成しようとする，そのような経済政策であって，それは，一
連の客観的要因によって可能かつ必然とされたものである。
だが， 「接近」あるいは一時的な「逆優先増大」政策によっては，生産手
段生産の優先的増大という客観的な社会・共産主義の経済法則は消滅するわ
けではなく，この政策そのものは，この法則がソ連経済の現発展段階で意識
的に実現される形態にほかならない。とはいえ， 「接近」政策は今後も比較
的長期にわたって継続されるとしても，「逆優先増大」政策を可能とする諸
要因の有効期間にはやはり限度がある，とわれわれには思われる。
